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『アメリカ行政手続の一考察」の要旨
　本論文は・アメリカ行政手続上の重要な問題であるいわゆるInstitutional　Decision（制度的決定ある
いは行政機関の決定）の問題を中心として“One　who　decides　must　hear．・の法理の意義を明かにし，そ
の内容を分析したものである。周知の如く，戦後のわが国は，日本国憲法の制定に伴い，事後救済手続と
しての行政裁判所制度を廃止し，司法裁判所が民刑事裁判とともに行政事件をもあわせて管轄するという
英米法系の司法国家制度を採用した。このような基本的な法制度の転換により，新たに，事前的，予防的
救済手段としての行政手続の領域においても，国民の権利，利益を実質的に保障するという観点から，何
らかの妥当な改善措置が要望されるにいたった。本論文の意図は，アメリカ行政法の理論と実際の面にお
いて布効かつ民主的な成果をあげている行政手続の考察を通して，今後のわが国の行政手続の理論と立法
に寄与しようとするところにある。
　本論文の主要な内容およびその要旨を章を追って略述するとつぎのとおりである。
　第1章　総説においては，わが国における行政手続の問題の所在をたずねた。すなわち，わが国におい
ても・戦後・行政手続の整備が行政民主化の名の下に要請されたため，昭和36年に設置された臨時行政調
査会も，行政手続の問題をとりあげ，行政手続法案なるものを発表した。しかし，これらの動向と実態を
考察する限り，わが国における行政手続の研究は，その実体的面において立ち遅れているといわなければ
ならない。かかるわが国の実状に立脚しながら，次いで，アメリカ行政法の範囲を明かにした。それは一
つには，立法府から行政機関への権限の移譲，二つには，行政機関による権限の行使，三つには，行政機
関による司法審査権の行使の分野であるといえよう。また，本論文で取り扱う行政機関とは，アメリカ行
政法学者の研究の対象としての行政機関であるところの外部行政法上の行政機関だけに限られる。
　第2章においては，行政手続の発展を一瞥し，行政委員会の生成を中心に，行政手続の必要性を司法手
続との対比において把えた。すなわち，これについては，現実的，実際的理由から，行政手続の増大を容
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認する説が有力である。また，行政手続上の聴聞は，規則制定手続上の聴聞と裁決手続上の聴聞とに区別
される。この区別の基準については説が分かれ，いちがいには断定できないが，結論的には関係法律の目
的，行政機関が証人の許否を決するに当って考慮すべき種々の問題に関連して決定すべきである。本稿で
は，後者の裁決手続上の聴聞をとり扱い，アメリカの行政機関，とくに，独立行政委員会における行政手
続に関して，（1）申請，（2）調査，（3）聴聞の通知，④聴聞，（5）聴聞主宰官の報告，（6）それに対する異議と口頭
弁論，および（7）行政機関の決定と命令の諸問題を明かにした。このうち（ユ）から（6）までを略述し，（7）につい
ては第三章において，章を改めて詳論した。
　第3章においては，アメリカ行政法上のInstitutional　Decision（制度的決定）について考察した。こ
の制度的決定は，「決定するものは審理しなければならない」“One　who　decides　must　hear・”というア
メリカ司法手続上の重要な法理をめぐり，注目され論議されてきた問題である。すなわち，近代的行政機
能の著しい拡大と増大により，行政目的の遂行に当って厳格な意味の「正当な法の手続」（due　process
of　law）を適用することが困難となり必然的に「決定すべきものが審理せず，一組織体として審理して決
定を下す」ところの「制度的決定」の問題が惹起するにいたる。この問題をめぐって提起される点は，①
決定官による証拠審理の問題，（2）決定官が職員の陳述を聞くことに関する問題③決定官および聴聞官の
交替の問題，の三つの分野にある。
　上記の（1）の「決定官による証拠審理の問題」に関しては，連邦の関係法律，判例は，（i）決定官が下級
職員の証言の写し、r証拠の分析，報告に基づいて決定を下すことを認め，（ii）必ずしも決定官の証拠通読を
義務づけていない。（hi）決定官が下級職員の口頭あるいは文書による報告に基づき証拠を理解すること，
すなわち決定官の実質的な証拠理解を支持し，決定官が直接記録を通読することを義務づけることは，行
政機関の莫大な仕事の量から，実際上，不可能であるという態度をとっているQ
　（2）の「決定官が職員の陳述を聞く問題」に関しては，（i）連邦および州の判例は，法律上特別の規定の
存しないことを理由に，決定官が専門スタッフの陳述を聞くことを容認し，（ii）この決定官が陳述を聞く
ことに賛成する説は，その理由として，かかる方式が行政上，効果的，経済的であり，また，行政手続の
強化に寄与することをあげ，反対説は，決定が匿名で行われることによる責任の所在の不明確性，決定官
の直接調査の機会の否認を主要論拠としている。（血）タフト・ハートレー法，連邦通信法，移民法，連邦
行政手続法の四つの連邦法律は，本問題に関し異なる立場をとっている。すなわち，（a）タフト・ハートレ
ー法は，委員が審査官の陳述を聞くことを否認しているわけではない。（b）1952年の通信法修正条項は，審
査官が，委員会，委員，職員の陳述を聴取することに反対するが，委員が直接の補助者や再審査スタッフ
の陳述を聴取することを認めている。（c）移民法は，決定官の陳述聴取を全面的に肯定している。（d）連邦行
政手続法は，行政機関の長が調査含，訴追官以外のスタッフ職員の陳述を聴取することを容認するが，審
査官が記録以外に「問題の事実に関し，いかなる人又はいずれの当事者」の陳述を聴取することを否定す
る規定を設けている。（iv）審査官による陳述の聴取と行政機関の長による陳述の聴取との相互関係に関し
ては，当事老に弁明の機会を供与するという観点から，前者が妥当である。
　③の「決定官および聴聞官の交替の問題」については，連邦の判例は一定していないが，基本的には，
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聴聞官あるいは決定官の交替はできる。
　最後に，わが国の制度的決定の実情を臨時行政調査会の行政手続に関する中間報告にもとついて考察し
た。この制度的決定の問題については，わが国においては事後救済法としての行政不服審査法が制定され
たとはいえ，まだ，その運営の実態は軌道にのっているとはいえず，判例，学説においても未だとりあげ
られておらず，また，関係法令も不統一かつ不完全である。
　なお，最後に，補論として，「アメリカ行政手続における機能の分離」をとりあげた。これは，「何人
も自己の事件において裁判官たり得ない」（No　man　shall　be　a　judge　in　his　own　case．）という法理を
もつアメリカにおいて，行政決定における裁判機能と訴追機能の結合がどう考えられているかを検討した
もので，（1）連邦および州の判例の傾向，（2）各委員会の見解，（3）タフト…　一トレー法をはじめとする若干
の連邦の立法例についてのべた後，機能の分離について定める行政手続法第5条を解釈論的に検討し，さ
らに，一つの行政機関の内部で分離を行うことと別々の行政機関を設けて分離を行うことの利害得失を論
じた。結論的には，その具体的問題として，矛盾する機能を完全に分離することが理想とされるが，行政
の実体的性格に即応しながら，行政機関内部における機能の内部的分離を行なう方式が，一般に是認され
ており，その内部的分離の範囲は，連邦行政手続法に規定されている範囲が望ましいものとされている。
審　査　結　果　の　要　旨
　　　　　　　　　　　　（主査）和田英失
（副
（副
査）　安　澤　喜　一　郎
査）　　山　　田　準　次　郎
　この論文は，アメリカ行政手続上の重要問題であるいわゆるInstitutional　Decision（制度的決定）の問
題を主たるテーマに選び，“One　who　decides　must　hear，”の法理の行政法的修正を基本原理として展開さ
れるその意義を明らかにし，その諸内容の詳細な分析を中心に，一方で予備的前提としてアメリカ行政法
における行政手続の発展と性格を考察するとともに，他方で右のInstitutional　Decisionが現在のアメ
リカ行政法上，提起している主要論点と日本におけるこの「制度的決定」の実態分析に論及したものであ
る。周知の如く，戦後のわが国行政法制，とくに行政争訟ないし行政救済法制度は，日本国憲法の制定に
伴い，行政法上の事後救済手続としての旧憲法下の行政裁判所制度を廃止し，代って司法裁判所が民刑事
裁判とともに行政事件をもあわせて管轄するという英米法系の司法国家制度を採用した（憲法76条2項）。
こうした基本的な法制度の転換のために，新たに，事前的・予防的救済手続としての行政手続上の領域に
おいても，国民の権利利益を実質的に保障するという観点から，何らかの妥当な改善措置が要望されるこ
ととなった。本論交の意図した問題意識は，アメリカ行政法の理論として，今後の日本行政法における理
論的・制度的な再編成の課題の重要な一環としての，右の事前的救済手続たる行政手続の理論と立法に寄
与しようとするところにある。
この論文は，四章からなる本論文と補論から構成されており，ほかに簡単な附録二つが付け加えられてい
る。
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　本論文の主要な内容およびその要旨を，章を追って述べると次のようである。
　「第1章総説」においては，わが国に肉ける行政手続の問題の所在を探究し，確認している。すなわ
ち，日本においても，戦後，行政手続の整備がひろく行政民主化の名の下に新たに要請され，かような要
請に応えるべく国家行政運営法案の構想が発表され，それは結実をみるに至らなかったが，昭和36年の臨
時行政調査会が再び行政手続の問題をとりあげ，より精緻な行政手続法案の構想が掲示されるに至ったこ
とに論及する。しかし，総じていえぽ，わが国における行政手続の研究は，その実体的面において立ち遅
れていることが知られる。かような状況を確認しながら，まずアメリカの行政手続を生んだアメリカ行政
法そのものの生成・発展・構造ないし範囲を明らかにし，その主要内容を，①立法府からの行政機関への
権限の移譲，（2）行政機関による権限の行使ジ（3）行政機関による司法審査権の行使，の問題分野と規定し，
また，アメリカ行政法における行政機関の概念をも明らかにしつつ，以下の諸章への総説たらしめてい
るo’
　「第2章　アメリカ行政法上の行政手続」においては，アメリカ行政法の発展において中心的役割を果
している行政委員会の生成と展開を中心に，行政手続の発展を概観し，行政手続なるものの必要性と有用性
を従来のコモソ・ロー法的司法手続との対比において把える。次いで行政手続上の聴聞の問題としては，
規則制定手続における聴聞と裁決手続における聴聞との区別を論じ，本稿では後者の聴聞をとり扱い，独
立行政委員会における裁決手続をめぐり，（1）申請，（2）調査，③聴聞の通知，④聴聞，（5）聴聞主宰官の報
告，（6）これに対する異議と口頭弁論の諸問題を明らかにする。
　「第3章アメリカ行政法上のInstitutional　Decisionについて」は，本論文の中心をなす部分である。
すなわち「決定する者は審理しなけれぽならない」（One　who　decides　must　hear・）というアメリカ司法
手続上の重要原則の一つが，近代的行政機能の著しい拡大と大量の行政処理の遂行によって，行政手続に
おける適用が困難となり，必然的に，「決定すべきものが審理せず，一組織体として審理して決定を下
す」ところの「制度的決定」Institutional　Decisionの制度を生むに至る。これをめぐって提起される
論議は，第1に，決定官による証拠審理の問題，第2に，決定官と職員の陳述に関する問題，第3に，決
定官の交替と欠席に関する問題の三つの分野にしぼられるが，本論文は，これらのかなり技術的な細かな
問題について学説・立法・判例に依拠しながら明らかにしている。
　　「第4章　結論」においては，以上各章の論旨を要約したあと，わが国の「制度的決定」の実状に目を
転じ，そのさい，とくに，臨時行政調査会第3専門委員会第2分科会の発表した「行政手続に関する中間
報告」を中心に，検討を加え，関係法令にあらわれた「制度的決定」の適用の実状が不統一かつ不完全で
あることを指摘する。そして，日本における今後の行政法の重要問題として，憲法13条，およびとくに憲
法31条の法定手続の保障の規定が行政手続上にも及ぶべきことを，判例・学説・立法の諸分野において，
要望し，この方面における不充分なわが国の現状に警告と示唆を行っている。
　なお，「補論」アメリカ行政手続における機能の分離は「何人も自己の事件において裁判官たり得ない」
　（No　man　shall　be　a　judge　in　his　own　case．）なる法理をもつアメリカ法制における裁判機能と訴追機
能の結合がいかに考えられているか，を検討したもので，判例・諸委員会の見解・連邦立法例・連邦行政
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手続法第5条の解釈等の検討をなし，結論的にはたしかに矛盾する機能を完全に分離することが理想とは
されるが，行政の実体的性格に即応しながら，行政機関内部における機能の内部的分離を行うという方式
が，一般に是認されているとする。
　以上の如き内容をもつ本論文および補論を通観すると，その論交テーマに対する問題意識およびそれを
ふまえたアプローチの方法は，ほぼ妥当であり，文献とりわけ判例・立法例についての配慮も着実であ
り，日本行政法への理論的・立法論的示唆を含む結論も，正鵠を得ていると思料される。しかし，むろ
ん，多少の不備も含んでいることも事実であり，審査委員としては次の諸点を指摘しておきたい。
　第1に，一般的にいって，各章ないし各節毎の，個々の問題の検討は，着実であり，充分な努力の跡を
うかがえるのであるが，各章間のまた，各節間の連結ないし関連性が必ずしも充分とはいえず，かつ，重
複した記述の箇所も散見され，そのため，全体としての総合的な密着した重量感が欠如し，説得性を低下
させる結果なしとしない。
　第2に，引用文献を丹念・着実にフオローしたプラスの反面において，その堀り下げや自己の論旨の展
開において積極性に欠けるうらみなしとしない。むろん，問題の検討が行政技術的な分野に位置づけられ
ている関係からし゜て，かような堀り下げや自己の論旨の展開を，アメリカ行政法全体の理論体系や基本原
理にまで不断に関係づけることは困難なことではあろうが，この点は今後の研究に期待したい。
　以上の諸点について多少の不備は認められるにしても，これらの諸問題は，むしろ今後の自己研鐙の積
み重ねによって克服すべきものであろう。ともあれ，従来わが国で個別的ないしは散発的にしかとりあげ
られなかったアメリカ行政手続上の重要問題たるInstitutional　Decisionという問題が，この論文によっ
て着実に検討され，かつ，かなりの成果を収めていることは，わが国の行政法理論とりわけ行政争訟ない
し行政手続の理論的，立法論的，解釈論的発展のために，少なからざる寄与をなすものであり，この論文
を法学博士の学位を授与する価値のあるものと判定する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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